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－ 1 － 
Ⅰ．ボーイング社とエアバス社の対抗関係 
1916 年に創業された旧ボーイング飛行機社は 61 年５月ザ・ボーイング社に改名し、97 年８
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2001 年現在のボーイング社の民間航空機部門は、350 億ドル（同社の全売上高の 60.2％を占
める）に対してエアバス社の売上高は 205 億ドル（ボーイング社の約 60％を占める）である。 
2001 年現在の両社の民間航空機部門のシェアを見ると、受注機数ではボーイング 329 機
（54.6％）、エアバス 274 機（45.4％）、納入機数ではボーイング 526 機（61.8％）、エアバス
325 機（38.2％）、受注残ではボーイング 1,358 機（47.1％）、エアバス 1,490 機（51.7％）、運
航機数ではボーイング 7,718 機（60.1％）、MD（マクダネル・ダグラス）2,642 機（20.6％）、
エアバス 2,326 機（18.1％）、その他が 155 機（1.2％）となっている。これによると、エアバ
ス社の受注のシェアが 99 年に 58.2％と 70 年の成立以降はじめてボーイング社を凌駕し、2001
年も同社と拮抗している3)。さらに詳しく対抗機種別のシェア（2002 年現在）をみると、最小
型部門のA320 ファミリー対B737 は、397 機が発注され、A320 ファミリーは 59％の 235 機、次 
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－ 4 － 
世代の B737 シリーズが、41％で 162 機あった。 
大型機種の分野では、A330－200 と B767 シリーズの受注機数は合計 19 機で、このうち A330
－200 が 11 機で 58％の受注シェアで、残りが B767 であったが、2003 年に入ってから A330－200
が 12機受注したのに対してB767は今までのところ新規受注がなく、エアバスのシェアは100％
である。また、2003 年の現時点の受注分を含めると受注残機数は A330－200 が 111 機、B767
シリーズが 30 機でありシェアは 79％対 21％とエアバスが圧倒的にリードしている。 
A330－300およびA340フアミリーとB777の分野では新規受注はエアバスが44機で58％を占
め、B777 は 32 機で 42％であった。2003 年３月までの新規受注ではエアバスが 100％を占め、
これを加えた 2003 年３月の受注残は A330－300 と A340 ファミリーが 154 機で 45％、B777 の全
タイプが 187 機で 55％となっている。なお、エアバスの A340 の新シリーズは B747－400 の合
理的な後継機になると位置づけている。 
A340－500／600 とB777－200LRおよびB777－300ERのいずれも座席数と航続距離からみるか
ぎり、両機種は対抗機種である。A340－500／600 は 69 機で 53％、B777－200LR／－300ERは 61
機で 47％を占め、エアバスがリードしている4)。2001 年の両社の受注シェアは、ボーイング社








16 年で、派生型開発では８年から 10 年といわれが、正式ローンチ以前の数年間にも相当な事
前投資を要する。大型エンジンで 1,300 億円程度の開発費を要するが、この開発費の３倍ぐら
いが新機体の開発に要するといわれている（表３）。 
エアバス社の開発した代表的な航空機の開発費をみると、①A310－200 は 10 億ドル（80 年価
格）、機体価格は不明？、②A340－300 は 30～35 億ドル（91 年価格）で、機体価格は 1.2 億ド
ル、③A380－800 が 107 億ドルで（2000 年価格）で 100 億ドルの大台を突破し、機体価格は 2.3
億ドルとなった。 
つぎにボーイング社の開発した代表的な航空機の開発費を見ると、①B747－400 が 10 億ドル
（67 年価格）、機体価格は 1.4 億ドルであり、②B767－200 は 11 億ドル（77 年価格）であり、
機体価格は不明、③B777－200 は 40～50 億ドル（90 年価格）と 50 億ドルを突破し、機体価格 
－ 5 － 
表３ 主要民間輸送機の開発費及び機体価格 
開発費（1$＝120 円） 機体価格（1$＝120 円） 
メーカー 機種名 



































































































































































































































































































































A380 10,700 2000 年価格 12,840 233.0 2000 年価格 279.6 
出典）財団法人日本航空機開発協会、前掲書、Ⅶ-30 ページ。 
－ 6 － 





グ社の B777－200（初飛行 94 年６月）であり、その 50 億ドル開発費は世間の耳目を集めた。
さらに、その後、エアバス社はボーイング社との競争戦でラインナップ中の唯一の空白機種で










国際共同開発が一般的となり、さらに、対米競争戦略の中で A300 の開発を目指して、70 年に
「エアバス」（英・西ドイツ・仏・スペイン）社が設立されることになった。現在まで、エアバ












以下、ボーイング社の B777 の開発で採用された新しい開発手法の実態を明らかにしよう。 






































































①CPD（Concurrent Product Defintion）＝全部門の同時平行作業。②DBT（Design Build Team）















吸収され、現在は 200 のチームが、B777 発注の航空会社の個別的要求を満たすための設計作業
や初期型B777の18カ月後に納入される長距離型のB777の設計作業に従事している。DBTに加え、











－ 10 － 
１．全日本空輸の「ワーキング・トゥギャザー」の提案件数 
この開発手法へ参加するにあたって、同社では新たに、「整備本部技術部 B777 開発室」を設








して残っているのは 492 件（約 500 件とも）であった。このうち、設計変更などに関わるもの
は、314 件で、残る 178 件は全日本空輸の要望の理由となる資料や信頼性などに関するデータ
であった。設計変更に関わる 314 件のうち、実際取り上げられ設計に反映されたのは、75％ほ






























































高度計の QNH と QNE の見分けを容易にする。対地高度が 1,000ft になったときにそれを






















































平成 11 年２月、140 ページ。 
 
 













日本における航空機体の国際共同開発の歴史は、B767（210～250 席、就航年 82 年）の共同
開発での、「プログラム・パートナー」として参加が最初であった。開発費用 11 億ドルのうち


















－ 15 － 
の装備品の約 70％をわが国の航空機用機器メーカーが受注したという14)。 
















ントロールを果たし、製作納入したことである15)。帝人精機＝Flaperon PCU、Outbord Aileron 
PCU、Rudder PCU、Elevater PCU、島津製作所＝Power Drive Unit、Cargo Door Hinge、Landing 














































































































るサービス市場が２兆 6,000 億ドル（273 兆円）と新航空機市場１兆 5,000 億ドル（157 兆円）
を上回ると予測している。各社は、コア事業である運行業務に専念しなければならず、保守・ 
































































資材調達は、ボーイング社だけで年間約 380 億ドル（４兆円、2000 年９月の為替相場で換算）
－ 21 － 
に上り、４社を合計すると 700 億ドル（７兆 3500 億円）以上に達する。この４社と世界中でグ









































Eurofighter 社（43％）、③航空機部門＝（ａ）Eurocopter 社（100％）、（ｂ）EADS ATR 社（リー
ジョナル機メーカー）、（ｃ）EADS Socata 社（フランス軽航空機メーカー）、（ｄ）EADS Sogerma
社（機体やエンジンのメイテナンス）、④宇宙部門＝（ａ）Astrium 社（75％）、（ｂ）EADS Launch 














シドレ （ーHawker Siddeley）、ドイツのドイツエアバス（Deutshe Airbus）／MBB（Messerschmit
－Bolkow－Blohm）と VFW－Fokker の合弁の３社、エンジンはフランスのスネクマ（Snecma）社
とイギリスのロールスロイス（Rolles－Royce）社、ドイツの MTU（Motoren Turbinen Union）
の３社で、この開発計画はエアバス A300 と名付けられた。 
しかし、イギリス政府とRR社はロッキードL―1011 用のエンジンRB211 の開発に全力を集中す
るために、この計画から脱退し、ホーカーシドレー（現在のBAe Systems）は独自に協力するこ
－ 23 － 
とになり、エアバスA300 計画はフランスとドイツがイニシアをとって進められることになった。







求められ、財務情報の公表を含めた機構の改革が検討され、エアバス構成４社は 97 年１月 13
日に株式会社化のMOUに調印した。なお、エアバス・インダストリーの株式会社化に先立ち、2000
年７月にパートナー３社が合併して親会社のEADS（European Aeronautic Defenceand Space 
Conpany；欧州航空防衛宇宙株式会社）が設立され、そこでも株式会社化が再確認された。2001
年１月８日にEC（欧州委員会）がこれを承認し、同年７月初に全ての手続きを終えエアバスSAS


















エアバス社は、これまで 107 席から 335 席まで８機種を揃えていたが、2000 年末に同社の品
－ 24 － 
揃えのうち唯一の空白機種であった超大型の 555 席の A380 をファミリーに加え、グローバル市
場で巨人ボーイング社を急遂する品揃え＝フルライン化を達成した。エアバス社は、99 年に受
注機数でボーイング社を超え 2000 年にはまた逆転されたが、2001 年は再度逆転した。また、




アル＝最終組み立てライン（A321 と A319 を除く）、前部胴体（コックピット部）、主翼中央部
（主翼接続部）、エンジンパイロンの設計製造、②ダイムラーベンツ・エアロスペース・エアバ
ス＝胴体、垂直尾翼、キャビン内艤装（ツールーズ）から機体を空輸して実施する）、主翼の総
組み立て、最終組み立て（A321 と A319 のみ）。③ブリティシュ・エアロスペース＝主翼ボック
ス・セクション。④CASA＝水平尾翼、脚ドア、乗降口、⑤フォツカー＝スラット、スポイラー、
エアブレーキ、フェアリング類。⑥ベルエアバス＝スラット、クルーガーフラップ（A310 の）。

















97 年９月現在、全機種の累計受注機数 2,474 機、138 カスタマー（エアライン）累計納入機
数 1,619 機である。エアバス機の製造に携わって人員はパートナー会社だけで約 30,000 人、サ
－ 25 － 
ブコントラクターが同じく 30,000 人で、合計 60,000 人にのぼる。 
部品のサプライアは、約 1,500 社、27 ケ国に及んでいる。少し古いが、95 年の会計年度のパー
トナー会社の総売上高は 256 億ドル（約２兆 8,000 億円）にのぼる。 
エアバス社は、ツールーズの本社に 2,100 名（74 年の本社開設時には 350 人）の社員が在籍
し、その国籍は 25 カ国に及んでいる。その他に、ハンブルグの部品センター（エアスペア社）




この A380 は、これまで世界最大であった B747 の 1.5 倍のキャパシティをもつ超大型旅客機
として開発され、この 500 席級（最大座席数 840 席）の機材によってエアバス社のフルライン
化が達成されることになった。大きな旅客機は、小さな旅客機をそのまま拡大すると重量はよ
り大きくなり、むしろ効率が悪くなる。これを歴史的に顧かえると、B707 は最大離陸重量は 151
トンに対して、自重は 64 トン（最大離陸重量に占める自重の割合は約 41％になる）、さらに、
B747-100 は最大離陸重量は 335 トンに対して自重は 170 トン（約 51％）になり、前者に比べて
B747 が約 10％大きくそれだけ燃料や貨物、乗客を運べる割合が減少した。これに対して、B747
が B707 以上の経済性を獲得できたのは、効率の良い大バイパス比ターボファンエンジンによる










減と作業の効率化が図られている。こうした工法で 10～15 トンもの重量軽減が達成された。 
エンジンは、大型航空機の開発の成否を左右するコアの重要機能部品である。これまで、初
期の B747－100 の開発では、重量増加とエンジンの性能不足から計画通りの性能を発揮するこ
とができず難航した。また、ロッキード、トライスターの開発では、RR 社の RB211 エンジンの
つまづきが原因で計画が遅れ、その不振によって結局、同社は一度倒産した。これに対して、
－ 26 － 
A380 はエンジン関係のリスクはないといわれている。世界最大の航空機とはいえ、エンジン一
基あたりに要求されている推力は 32 トン程度に過ぎない。同じ４発機の B747-400 に装備され
ている 26 トンクラスのエンジンよりは強力であるが双発機の B777-300 に装備されている 38
トンクラスのエンジンよりずっと小さく、少なくとも B747 用のエンジン開発時のような未知の
ハイパワーに挑むようなリスクは殆どない。 
A380 のエンジンとしては、RR 社のトレント 900、エンジンアライアンス（GE 社と P&W 社の提
携）の GP7200 が搭載されるという。これら両エンジンは、より騒音や窒素酸化物の量が削減さ












リス、スペインの４カ国に設計開発センタ （ー４カ所）、製造工場 16 で航空機部品の製造をし、












－ 27 － 
表４ エアバス A380 機体製造企業 













































































AUXILIARY POWER UNIT 
COCKPIT DISPLAYS 
ELECTRICAL POWER GENERATION 
EVACUATION SLIDES 






PRIMARY FLIGHT CONTROL 
RAM AIR TURBINE 

























Source:Flight International 16-20 July 2002。 
出典）財団法人日本航空機開発協会『民間航空機関連データ集』、2002 年Ⅷ-20、Ⅷ-25。 
 















出典）『エアライン』、イカロス出版、2003 年４月、40 ページ。 
 















－ 29 － 














出典）『月刊エアライン』、2003 年４月、27 ページ。 














出典）『月刊エアライン』、2003 年４月、27 ページ。 












ンスの GIE という法律に基づく組織体である。GIE は単なる当事者間の契約ではなく、法律に
基づいて設立された法人であり、コンソーシアムの機能を持つものである。 
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付表２ 主要ジェット輸送機の地域別運航機数（2002 年末） 


































































































合計  878 172 961 14 96 141 10 187 68 256 2,783 
An-124 貨物機   1   1 Antonov 
合計    1   1 
Concorde 100   5   5 BAE SYSTEMS 







































































































































































































合計   4 8 18 16 16  8 70 
L-1011 TriStar 260-302 21 3 4 5  2 35 Lockheed 













合計    2 23 4 11  7 47 
Yak-42 114  3 7 1 1  11 23 Yakovlev 
合計   3 7 1 1  11 23 
総計  5,309 844 2,857 167 558 387 254 656 436 1,040 12,508 
出典）Airclaim CASE Databace（CIS を除く） 
出典）財団法人日本航空機開発協会『民間航空機データ集』、平成 14 年度、Ⅱ-15 ページ。 

















出典）財団法人日本航空機開発協会『民間航空機関連データ集』、平成 14 年版、Ⅶ-29 ページ。 
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